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要約：日本では社会の高齢化が進むにつれて，食料品の業務需要比率が上昇傾向にある。例えば野菜の業務
需要比率は，農林水産政策研究所の推計によれば 1990 年に 50％を超え，その後もさらに上昇しつつある。
このことにいち早く気づいた茨城中央園芸農業協同組合の幹部は業務需要者向けの販売戦略に力を入れ，野
菜の販売において大きな成功を収めた。その成功の秘訣をマーケティング論の 4P の視点から整理すると，生
鮮野菜の販売に関しては，①契約数量の確保と供給期間の長期化を推進したこと，②農協が業務需要者及び
生産者と価格を契約したこと，③他の産地との連携を推進するために中間業者を活用したこと，④業務用需
要者と生産者の交流を深め，信頼関係を強化したこと，である。また，野菜加工品に関しては，①原料とし
て地元産野菜を利用して品質を高め，かつ製品種類の多様化も推進したこと，②契約価格を固定化したこと，
③需給を調整するために中間業者を活用したこと，④食品問屋や業務需要者の信頼を勝ち得たこと，である。
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1．　茨城中央園芸農業協同組合の概要 
と本稿の目的
　茨城中央園芸農業協同組合（以下「茨城中央園芸農協」）
は，1978 年 7 月 15 日に茨城県東茨城郡茨城町小幡 18-27
において園芸専門農協として設立された。その前身は生産
者任意組合の茨城人参出荷組合であったが注 1），農協に転
換後，組合員数，取扱高等を大きく伸ばした。ちなみに，
2015 年 2 月末現在の総組合員数は 102 名，管轄地域は茨
城町（49 名，48％），水戸市（16 名，15％），小美玉市（10
名，10％），土浦市（8 名，8％），石岡市（6 名，6％），か
すみがうら市（5 名，5％），鉾田市（3 名，3％），大洗町（3
名，3％），城里町（1 名，1％），つくば市（1 名，1％）の
7 市 3 町に達している注 2）。
　同農協設立の直接的な契機は，大手の外食企業に食材を
納めていた加工食品会社が，前身の茨城人参出荷組合にニ
ンジンやホウレンソウ等の契約取引を要請したことであっ
た。が，それと同時に，当時の岩上茨城県知事が同出荷組
合に農協への転換を働きかけたことも，もうひとつの重要
な契機であった。
　こうした設立の経緯もあって，茨城中央園芸農協は設立
当初から生鮮野菜の契約取引を行っていたが，当時はまだ
契約取引を始めたばかりであったことなどから，卸売市場
向け出荷が中心であった。しかし，高齢化等による食生活
の変化を熟慮した同農協の幹部は，加工や外食 ･ 中食と
いった業務用需要の増加への対応策の強化を決意した。そ
の決意の現れの一つが 1981 年に開始した冷凍ホウレンソ
ウの製造・販売であった。これは農林水産省等の支援を受
けて農協本所敷地内に設置した冷凍野菜生産施設（野菜加
工工場）を利用して，組合員が生産したホウレンソウを農
協が自ら冷凍加工し，その製品を業務用需要者（当時は主
に学校給食業者）に契約販売するものであった。
　1980 年代中ごろ以降は，上記の冷凍野菜の生産・販売
に加え，生鮮野菜でも新たな契約取引先の開拓等を積極的
に推進し，業務用需要者との取引を一段と強化した。関係
者によるこのような努力の結果，茨城中央園芸農協は生鮮
品と加工品の両方で業務用需要者との契約取引を大幅に伸
ばし，現在では業務用需要者との取引が園芸作物総販売額
の 8 割近くに達している（残りの 2 割は卸売市場出荷）。
しかも最近は，高齢化の一層の深化を考慮して，消費者向
け加工食品の生産にも力を入れつつある。
　かくして，1990 年代半ば以降，バブル経済の崩壊とデ
フレーションの進行によって，2010 年ごろまでに農産物
販売額が半分以下に減じた農協も現れるほどの厳しい状況
の中，茨城中央園芸農協は販売額の減少を 2 割以内に抑え
ることができた。実際，ピーク時の 1998 年度と 2008 年度
の園芸作物総販売額を比較すると，374 百万円から 307
百万円へ，7 千万円弱，18％の減少にとどまった（ただし，
2011 年 3 月 11 日の震災後は放射能問題の影響を受けて販
売額は大きく減少した）。
　販売額の 3 億円を大きいとみるか否かは議論が分かれる
としても，高齢化時代を見据えた対応策を立て，販売額の
大幅な減少を食い止めるなど，茨城中央園芸農協のマーケ
ティング活動は今後の高齢化時代における農協マーケティ
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ング・産地マーケティングの一つのあり方を示すものとし
て極めて興味深いものがある。それゆえ，本稿では茨城中
央園芸農協の販売・加工事業を対象に，業務用野菜マーケ
ティングの具体的な内容を生鮮品と加工品（主に冷凍品）
の 2 つに区分した上で，マーケティング論の 4P（製品戦略，
価格戦略，チャネル戦略，プロモーション戦略）の視点か
ら明らかにしたい。
2．　業務用需要向け生鮮野菜の 
マーケティング
　⑴ 　業務用需要への適応度を高めた製品化
　茨城中央園芸農協では上述のように，加工野菜製造事業
とともに生鮮野菜の契約取引事業も活発であるが，その主
要取引品目はかつてのニンジン，ホウレンソウから，現在
のキャベツ（1989 年に契約取引開始）とレタス（87 年に
契約取引開始）へと変わった。キャベツ販売額は 1998 年
の 3,672 万円から 2008 年の 6,006 万円へ，レタスは 2,012
万円から 3,243 万円へと，デフレーションの進行期にもか
かわらず，両品目とも 1.6 倍に増加した。
　キャベツとレタスの契約取引がこれほど大きく伸びた要
因として，取引先相手に恵まれたこともあろうが，もちろ
ん，それだけではない。産地 ･ 農協側が実行した様々な努
力，すなわちマーケティング努力があったからといえる。
その努力の具体的な内容を，生鮮キャベツのマーケティン
グを中心に分析・解明すると，まずは製品戦略（製品政策）
の視点から少なくとも以下の 3 点が注目される。
　1 点目は，契約数量を遵守するための諸対策の実行であ
る。
　農産物の場合，契約数量の遵守は工業製品とは異なり，
決して容易なことではない。特にキャベツのような露地栽
培野菜は，天候次第で年々の収穫量はもとより，日々の収
穫量も大幅に変動するため，生産者が契約数量を守るのは
想像以上に難しい。しかも，卸売市場価格が収穫量や需要
量の増減に応じて大幅に変動するため，生産者の場合，価
格高騰時には契約出荷を止めて市場出荷に切り替えたいと
いう誘惑にかられやすく，逆に業務用需要者の場合，価格
低落時には契約仕入れから市場仕入れに切り替えたいとい
う誘惑にかられやすい。
　そこで，茨城中央園芸農協は生産 ･ 出荷側と仕入側の双
方が契約数量を守りやすくするため，組合員である生産者
はもちろん，契約相手の業務用需要者（主要な相手は大規
模チェーン・レストラン企業，以下では「R 企業」と略称）
とも協力して，次の対策を実行した。それは，①播種前に
契約数量を決め，不作時の収量減にも対応できるように多
めの作付面積を確保する，②農協の幹部職員が週に 1 度は
圃場を回り，生育状況・収穫予定日を把握する，③収穫・
出荷時に生産者が互いに携帯電話で連絡し合い，生産者間
の収穫・出荷量を調整する，④契約キャベツは大玉（1.5
～2 kg/個）が基本であるが，不作時には小玉も容認する，
⑤収穫シーズン中は毎月 1 回，R 企業担当者，契約キャベ
ツ生産者，および農協幹部職員が一緒に圃場を巡回し，作
柄状況や品質を確認する，である。
　2 点目は，収穫 ･ 出荷期間の長期化 ･ 計画化を推進した
ことである。
　茨城中央園芸農協の契約先である R 企業はキャベツを 1
年中使用するため，契約産地の収穫・出荷期間の長期化を
強く要望していた。それに応えるために同農協は収穫・出
荷期間の長期化を進めると同時に，安定的に出荷できるよ
うに計画化も推進した。
　この長期化 ･ 計画化の特徴は，マルチやトンネルといっ
た栽培方法を取り入れるだけでなく，各生産者（農家）が
圃場を分割し収穫時期が異なる複数の品種を栽培するなど
して，図 1 にみるように分割圃場ごとに収穫・出荷時期を
ずらすことで計画的な長期どりを実現したことである。例
えば生産者 A の場合，春系キャベツの生産圃場を 8 区分し，
それぞれにおいて品種や播種・定植時期を変えることに
よって，出荷期間を 4 月下旬から 7 月中旬までの 3 ヵ月間
に伸ばした。しかも，6 月上旬のように A の収穫がない
時は他の生産者（図 1 では生産者 B）がカバーし，農協出
荷の安定化を図った。
　最後の 3 点目は，安全性とともに，業務用としての品質
の改善等に努めたことである。
　業務向けの場合，食材の安全性や新鮮さ，美味しさはも
ちろんのこと，傷みが出ずらいという意味での品質の良さ
や，コスト低下につながる歩留まり比率の高さが強く求め
られる。茨城中央園芸農協はこれらの点にも積極的に対応
した。その方法は，①圃場ごとに（財）日本土壌協会の土
壌診断を受け，それに基づいて牛ふん籾殻堆肥を投入する
ことで注 3），病虫害を受けにくく，傷みが出ずらい良質の
大玉キャベツの収穫を進めたこと注 4），②生産者が使用農
薬の種類，濃度，散布回数等を記帳した生産履歴を農協に
提出し，それを確認した上で，農協が残留農薬検査を行う
ようにしたこと，③出荷用コンテナに生産者名等を記入し
たラベルを貼る方法でトレーサビリティを実現したこと，
である。
　⑵　農協が契約当事者となる価格設定
　上述の製品戦略は一言でまとめれば，業務用需要にいか
に適応するかが基本であるといえよう。これに対し，価格
戦略（価格政策）の場合，R 企業等の業務用需要者の意向
も重要ではあるものの，農協としてはそれ以上に組合員で
ある生産者の考えを重視しなければならない。そこで，茨
城中央園芸農協が生鮮キャベツの契約価格を設定するにあ
たり採用した主な方法は，以下の 2 点であった。
　その一つは，農協が毎年，キャベツの播種前に R 企業
等との交渉によって納入価格（対業務用需要者契約価格）
を決めると同時に，生産者側とも交渉して買取価格（対生
産者契約価格）を決めることである。
　一般に農協が介在する契約取引の場合，農協が契約取引
先（業務用需要者や小売業者）と生産者とのマッチングを
行い，契約価格の決定を手助けし，物流活動に従事するも
のの，売買業務そのものに直接関与することはない。これ
に対し，茨城中央園芸農協の場合はマッチングや物流活動
だけでなく，生産者からキャベツを仕入れ，それを R 企
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業に販売するという売買活動に従事し，両者との交渉を通
してそれぞれの契約価格を決めている。もちろん，これは
農協の利益を増やすことよりも，生産者と R 企業との間
の取引業務に実際に介入することで，両者の間の緩衝材と
しての役割を十全に果たすことが目的である。ちなみに，
緩衝材的役割とは，①価格や数量等に関する農協と生産者
との間の契約はすべて口頭で行い，生産者の精神的負担を
緩和する，② R 企業との日々の取引数量の調整は農協が
一手に引き受け，各生産者へは割当て分を伝達する，③ R
企業担当者と生産者との共同巡回圃場視察や，R 企業の
キャベツのカット加工工場への生産者の視察等を，農協が
計画し実行する，④取引の過程で生じる様々な苦情等につ
いては農協が対応・対処する，等である。
　もうひとつの方法は，R 企業，生産者それぞれとの契約
価格の設定において，収穫・出荷シーズン中は固定価格を
維持することである。
　茨城中央園芸農協が行っている生鮮キャベツの契約取引
の場合，収穫・出荷シーズンは春夏期（4 月中旬～7 月中旬）
と秋冬期（10 月下旬～1 月下旬）の 2 シーズンで，両シー
ズンの契約価格は異なる。と言うのは，春夏期出荷のキャ
ベツの場合，冬期の栽培にトンネル等の資材費が多くかか
り，栽培期間も長くなるため，秋冬期出荷キャベツよりも
高くする必要があるからである。しかし，それぞれのシー
ズン中の価格は最初から最後まで同じである注 5）。
　シーズン中の価格を固定化したのは R 企業側の要望に
よるところが大きいが，それだけではない。固定価格は生
産者にとって収入の予測が可能になることから，固定化を
高く評価する生産者が増えているのである。事実，キャベ
ツの契約生産者は開始年の 1989 年にはわずか 5 名（契約
面積 50 a）であったが，現在は 23 名（同 20 ha）にまで伸
びた。
　⑶　中間業者が数量調整するチャネル
　茨城中央園芸農協のキャベツ契約取引に関して，これま
で同農協と R 企業との直接取引のように表現してきたが，
実は取引ルート（商流チャネル）を正確にチェックすると，
両者の間に取引数量を調整する中間業者（以下「M 業者」
と略称）が介在している。すなわち，実質的には同農協と
R 企業との取引であり，実際，契約交渉の場や圃場の巡回
視察には R 企業担当者が同席してはいるものの，直接的
な契約取引相手は M 業者になる。これは物流チャネルに
おいても同様で，図 2 に示したように，茨城中央園芸農協
のキャベツの搬送先は M 業者の冷蔵倉庫である。
　茨城中央園芸農協が M 業者を介在させるチャネルを採
用したのは，R 企業の要望によるところが大きいが，同農
協にとっても少なからぬ利点があったからである。それは
主に以下の 2 点である。
　その一つは，R 企業へ日々大きく変動する数量をきわめ
て短いリードタイムの中で納入しなければならないが，そ
れを M 業者が担当してくれることである。
　R 企業は全国チェーンを展開する外食業者であるため，
年間 6,000 t を超えるキャベツを必要とし，東日本エリア
と西日本エリアでほぼ半分ずつの各 3,000 t を利用してい
る。その東日本エリアの 3,000 t のうちの 2,000 t を納めて
いるのが M 業者である注 6）。平均すると毎日およそ 6～7 t
のキャベツを，朝と夕方の 2 回に分けて納めていることに
なるが，実際には各チェーン店での必要量が日々変化し，
それゆえ R 企業本部からのトータルの注文量も変化する
ため，毎日一定量を納めるわけではない。納入量は日によっ
て 2 倍から 3 倍，あるいはそれ以上も変化する。しかも，
図 1　茨城中央園芸農協組合員の春系キャベツの生産 ･ 出荷事例
図 2　生産者から業務用需要者までのキャベツ流通
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同本部から注文を受け，指定先のカット加工工場へ納める
までに，わずか 3 時間ほどの猶予があるにすぎない。こう
した数量調整と短時間納入を消費地から離れた産地が担当
することは不可能である。ちなみに，M 業者はそうした
対応を可能にするために，カット加工工場の近くに冷蔵倉
庫を設置し，そこに常に 2 日分ほどの納入量に相当する在
庫を置いて数量調節しているとのことである。
　もうひとつの点は，国内の複数産地による周年的リレー
出荷を，M 業者の責任で実現していることである。
　R 企業は国産キャベツだけを使用しているが，それを 1
年中使用するためには複数の産地からの入荷が必要であ
る。実際，関東エリアのチェーン店舗が使用するキャベツ
は，M 業者が調整役となって，茨城中央園芸農協（茨城県）
のほか，愛知県と北海道の 2 産地から，入荷時期を分けて
受け入れている。茨城中央園芸農協からの入荷は通常は
「4 月中旬～7 月中旬」と「10 月下旬～1 月下旬」で，愛知
県は「1 月下旬～5 月上旬」，そして北海道は「7 月中旬～
10 月下旬」である。
　これらの産地の出荷を切れ目なくつなぐのが産地間リ
レーであるが，これは一見容易そうにみえて，決して容易
なことではない。各産地の収穫量が天候次第で変わるとい
うだけでなく，収穫開始時期と終了時期も天候次第で 1～
2 週間程度ずれることは珍しくない。それゆえ，産地ごと
の収穫量と天候の関係等を熟知していないと，産地間リ
レーを形成することはきわめて困難であるし，リレーに切
れ目が生じそうな時にはそれをカバーするための機敏な行
動が可能でなければならない。仮に複数の産地（農協）が
協力して産地リレーを行おうとしても，産地の交代時期を
決めるのが難しく，またリレーの切れ目が生じた時には損
失の押し付け合いが生じかねない。
　⑷　契約取引推進のためのプロモーション
　以上，業務用生鮮キャベツの製品戦略，価格戦略，チャ
ネル戦略について述べた。4P の残りのプロモーション戦
略（プロモーション政策）については，当然，業務用需要
者向けの広告などは行われていない。しかし，茨城中央園
芸農協はプロモーション活動として現在でも生鮮野菜の新
規契約購入者の開拓に力を入れているし，R 企業・M 業
者または生産者に対しても契約取引をさらに推進するため
の働きかけを積極的に行っている。例えば，特別栽培農産
物の認定を受けるように生産者に奨励したり，出荷用コン
テナに生産者の名前を記入することも，R 企業と M 業者
が茨城中央園芸農協管内産のキャベツをより重視すること
につながり，結果として契約取引の推進に好影響を及ぼし
ているし，土壌検査に基づく土づくりや残留農薬検査の実
施等も同様な効果を有している。が，そうした働きかけの
中で最も重視されるのが，契約キャベツ生産者による R
企業のカット加工工場の視察と，R 企業・M 業者の幹部
社員，茨城中央園芸農協の幹部職員，および契約キャベツ
生産者全員の 3 者が一緒に行う圃場の巡回視察であろう。
　生産者によるカット加工工場の視察は毎年 6 月に行われ
る。ちょうど春夏物の出荷シーズンであるが，毎回，ほと
んどの生産者が参加する。これによって自分で生産した
キャベツがどのように加工されるかを見ることができるだ
けでなく，工場の担当者からカット加工適性や苦労話等を
聞くことができるからである。しかも，毎回参加すること
によって，加工技術の進歩あるいは加工現場の変化を知る
ことができるという。そして何よりも重要なことは，工場
視察に参加し，社員と交流することによって，生産者が業
務用需要者の努力に応えようと責任感を強め，さらに生産
者と業務用需要者との間の信頼関係も強化できることであ
る。これによって契約取引に関する生産者の意識が一層高
まることになる。
　一方，3 者による圃場の巡回視察は収穫・出荷シーズン
中，毎月 1 回の頻度で行われる。この視察の際には R 企
業の担当部長，M 業者の社長，茨城中央園芸農協の専務，
そして契約キャベツ生産者全員が参加し，時には種苗会社
の担当者が加わることもある。全参加者で契約キャベツの
生産圃場を巡回し，品質，出荷時期等の生育状況を観察す
る。視察中あるいは視察後の会合において，各圃場の栽培
品種，農薬・化学肥料の使用状況，栽培方法はもちろんの
こと，土壌検査結果や牛ふん籾殻堆肥の投入量，あるいは
GAP や特別栽培農産物認証等々，様々なことが話し合わ
れ，多くの情報が交換される。この視察を通して「互いに
顔が見える」関係が築かれるため，生産者・農協に対する
R 企業・M 業者側の信頼感が高まると同時に，生産者側
は高品質キャベツを供給しようという責任感を強めること
になる。かくして，この視察も契約取引の強化・推進に好
影響を及ぼすことになる。
3．　農協産野菜加工品のマーケティング
　⑴　製品の多様化と地元産原料使用の原則
　本章の冒頭で述べたように，茨城中央園芸農協が農林水
産省等の支援を受けて加工野菜の製造を始めたのは 1981
年であった。当初は冷凍ホウレンソウだけであり，年間生
産量もわずか 5 t 程度にすぎなかった。しかし，現在では
加工野菜生産量は 1 年間に 600 t（うち冷凍ホウレンソウ
が 130 t）を超え，販売額も 3 億円近くに達している注 7）。
加工野菜がこれほど伸びたのは，前節の業務用生鮮野菜と
同様，関係者，特に農協担当者のマーケティング努力によ
るものにほかならない。そのマーケティング内容を分析す
ると，まずは製品戦略の視点から重視すべき活動として以
下の 2 点が指摘できる。
　第 1 は，産地加工であるにもかかわらず，製品種類の多
様化を進めたことである。
　図 3 に業務需要者向けの冷凍野菜 10 品目と，業務用と
家庭用の販売が可能な冷凍調味野菜 2 品目を掲げたが注 8），
現在製造しているのはこれらの 12 種類だけではない。チ
ルド状態にした千切りダイコン，千切りゴボウ等も製造し
ているし，冷凍ホウレンソウなどは通常冷凍と脱水冷凍，
さらに 5 cm カットと 3 cm カットがあり，冷凍レンコンな
どもスライス，輪切り，イチョウ切り等々がある。これら
をすべて数えると，現在の製品数は少なくとも 50 種類以
上にのぼる。しかも，同図からも理解できるように，そう
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した多種類の製品の多くが毎年長期間にわたって生産され
ている。
　茨城中央園芸農協が生産する加工品の種類が多様であれ
ば多様であるほど，仕入側である業務用需要者等にとって
は選択幅が拡大し，品揃えが容易になるなど，利便性が高
いことはいうまでもない。また，その生産期間が長くなれ
ばなるほど，業務用需要者にとっては仕入可能な期間が延
び，それゆえ保管期間を短くし，保管量を少なくすること
で，コストの削減につなげることができる。
　第 2 は，加工野菜の原料として地元産野菜の使用を原則
としていることである。
　学校給食の場合，「地産地消」を重視するところが少な
くないため，茨城県外の学校給食用加工野菜の原料は地元
産以外の野菜になることが多いが，そうした場合以外では
通常，加工用原料として組合員が生産する地元産野菜を使
用している。その理由は組合員の収入の増加もあるが，そ
れと同時に収穫直後の新鮮な野菜を加工することによって
製品の高品質化が図れることである。
　このため，組合員も加工特性の高い野菜の生産にきわめ
て積極的である注 9）。また，残留農薬問題等を引き起こさ
ないようにと，加工原料用野菜を専門に栽培する圃場を確
保している組合員も多い。
　上記 2 点以外にも製品戦略にかかわる活動は少なくな
い。例えば，製品に対する残留農薬検査や微生物（一般生
菌，大腸菌群等）検査，栄養分析検査等の実施はもちろん
のこと，加工工場そのものも 2007 年に（財）茨城県食品衛
生協会より HACCP の認証を受けた，等々である。
　⑵　取引先相手に応じた柔軟な価格設定
　価格設定に関しても茨城中央園芸農協の対応は多様であ
る。学校給食用については後述する中間業者にあたる N
社が原料野菜を手配することが多いが，そのような場合に
は茨城中央園芸農協としては，加工製品や加工用原料に関
する契約価格の交渉を行う必要がない。同農協が行うのは
N 社との間で加工手数料という価格（加工作業だけの価格）
を決めるだけである。しかし，学校給食用以外は茨城中央
園芸農協が各取引先との交渉を通して加工製品や加工用原
料の価格を設定することになる。その場合の基本は業務用
生鮮野菜の場合と同様，食品問屋・業務用需要者，生産者
（組合員）のそれぞれと別々に交渉することであるが，加
工品価格（製品価格）と生鮮品価格（原料価格）という違
いもあるため，両者間の価格の連動性は業務用生鮮野菜の
取引の際ほどには高くない。
　食品問屋・業務用需要者との加工製品の契約価格の設定
は，原則として取引先ごとに年間を通して一定である注 10）。
これは食品問屋・業務用需要者側からの要望によるところ
が大きいが，茨城中央園芸農協としても取引の安定化に有
効と判断している。
　ただし，すべての食品問屋・業務用需要者に対し同一価
格ではなく，取引先が指定する条件に応じて価格を変えて
いる。その基本的な点の一つは，加工方法の違いである。
例えば同じ冷凍ホウレンソウでも，取引先によって用途が
異なるため脱水の程度を変える必要があるが，そうなると
加工コストが異なるのはもちろんのこと，製品重量も違っ
てくるため，それに応じた価格設定が必要になるからであ
る。もうひとつは配送距離の違いである。当然のことでは
あるが，「工場内授受製品価格＋配送費」を基本に，取引
先が指定する配送場所までの運賃差に応じた価格設定とな
る。
　一方，生産者（組合員）から買い取る原料野菜の価格設
定方法は，品目によって異なる。例えばコマツナの買取価
格は年間を通して一定であるのに対し，ホウレンソウの買
取価格は収穫時期に応じて変えている。
　ホウレンソウの価格を変えるのは収穫時期によって栽培
方法が異なるため，栽培コストが違ってくるからである。
露地栽培が可能な「10 月～12 月中旬」・「4 月下旬～5 月下
旬」収穫物の価格を基準とすると，トンネル栽培となる「3
月」収穫物の価格はおおよそ 1.4 倍，ハウス栽培の「12 月
下旬～2 月下旬」収穫物は 1.8 倍である。
　ただし，生産者からの買取価格もいったん決めた後は，
豊凶等で市場価格が大幅に変動しても原則として変えるこ
とはない。仮に変えるとなると，製品価格も変える必要が
出てくるが，その変更を業務用需要者が受け入れることは
あり得ないからである。ちなみに，市場価格が高騰した時
に不満を口にする生産者は少なくないものの，台風等の不
可抗力により生産量が著しく減少する場合を除けば，ほと
んどの生産者は市場価格の高騰時でも契約どおりに農協に
出荷する。その主な理由は，組合員である生産者のほとん
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どが「価格の安定が経営の安定につながる」という明確な
意識を有しているからである。
　⑶　主要チャネルは中間業者経由
　茨城中央園芸農協の加工野菜の流通チャネルに目を転じ
ると，その販売先範囲は現在，関東圏を中心に愛知県や三
重県にまで広がり，取引先数は全部で 20 社ほどにのぼる。
そのチャネルを大まかに整理して示したのが図 4 である。
　同図から明らかなように，茨城中央園芸農協の主な販売
先は前述の N 社とそれ以外の食品問屋で，いずれも中間
業者である。その中間業者の中でも N 社は同農協にとっ
て最も重要な取引先の一つで，同農協に学校給食用冷凍野
菜の製造を委託するとともに，委託品以外の冷凍野菜も仕
入れ，委託品等を複数の県の学校給食向けに供給すると同
時に，委託品以外の冷凍品を他の食品問屋や外食・中食業
者等へ販売している。ちなみに，N 社は多数の販売先の多
様な需要に対応するため，茨城中央園芸農協以外の冷凍加
工メーカー等（輸入商社を含む）からも仕入れ，各販売先
へは多品目の仕入品をまとめて供給するのが普通である。
　もうひとつの主要な販売先が食品問屋であるが，これは
1 社ではなく，大手から中小規模まで合わせると 10 社を
超える。しかも，その中には加工メーカーを兼ねる食品問
屋もある。その場合，茨城中央園芸農協の冷凍野菜は，そ
こでの再加工用の原材料として利用されることもある。こ
れらの食品問屋も当然，仕入先は多様で，複数のメーカー
や輸入商社からの仕入れだけでなく，問屋間の系列取引や
仲間取引も少なくない注 11）。また，販売先も外食・中食業
者からホテル・旅館，社員食堂，小売店までと，かなり多
様である。
　茨城中央園芸農協は図にも示したように，これらの中間
業者以外に外食・中食業者等の業務用需要者への直接販売
も行っている。ただし，その場合の取引品目は鮮度保持期間
が短い千切りゴボウ等のチルド品にほぼ限られている注 12）。
家庭（消費者）向けの冷凍調味野菜も中間業者経由で小売
店等へ販売されるのがほとんどである。ちなみに，現在，
販売先別販売額比率は中間業者向けが 8 割前後，外食・中
食業者等の業務用需要者への直接販売が約 2 割である。
　このように，茨城中央園芸農協では加工野菜販売におい
て中間業者向けを主としているが，それには明確な理由が
ある。その理由のうちの主なものを 2 点ほど挙げると，以
下のとおりである。
　第 1 の理由は，茨城中央園芸農協にとって販売先を開拓
するためのコストと時間が縮小できることである。
　同農協が常に独自に販売先の開拓には努力していること
は，ここで改めて言うまでもない。しかし，取引先の中間
業者と同じように，数十あるいは優に百を超える業務用需
要者や小売店を販売先として単独で開拓するとなると，専
門のスタッフを雇うなど，年々の人件費や旅費といったコ
ストが膨大にならざるを得ない。しかも，レストラン等の
仕入担当者を 1 度や 2 度だけ訪問すれば，新規の取引先の
開拓が実現できるというものではない。取引を始めるため
には相手の信頼を得るための時間が必要である。なお，特
に同じ種類の冷凍品を既に他のメーカーや食品問屋から仕
入れている業務用需要者の場合，何度訪問しようとも，価
格の大幅な引き下げや特別な縁故でもない限り，新たな取
引先として開拓することは不可能に近いであろう。
　もうひとつの理由は，品揃えや数量調節（需給調整）等
の機能の多くを中間業者にまかせられることである。
　先の 3 の ⑴ の加工野菜の製品戦略に関連して指摘した
ように，茨城中央園芸農協も 50 種類を超えるほどの多種
類の加工野菜を揃えているが，最終需要者である業務用需
要者等が増えれば増えるほどますます多様な種類の加工品
が必要になる。冷凍食品専門のある食品問屋によれば，1
年間に取り扱う商品種類は百や 2 百どころではなく，日々
取り扱うアイテム数でさえ，それを大きく上回るとのこと
であった。1 加工メーカーである茨城中央園芸農協が，そ
れほどの品揃えを実現するのは生産効率の点からまず無理
であろう。
　さらに，例えば N 社の場合，欠品の防止や受注量の変
動等に対応するために，常時，約半年分の在庫を確保して
いるとのことである注 13）。中間業者のこうした保管能力が
あればこそ，茨城中央園芸農協は原料用野菜が豊作の時に
も，その全量を製品化できるし，また製品在庫を確保する
こともなく，製造直後に中間業者の倉庫に配送することが
できるのである。もしも，同農協が中間業者を排除して，
業務用需要者からすべての注文を直接に受け，その変動に
合わせて数量を調節するとなると，常に地元産の加工原料
用野菜をすべて製品化できるとは限らないし，需給調整用
に大量の製品在庫も抱えなければならないであろう。
　⑷　人のつながりを重視したプロモーション
　茨城中央園芸農協の加工野菜の場合，上述のように，そ
のほとんどが中間業者への販売で，用途も業務用であるこ
とから，マスコミを活用した宣伝といった派手なプロモー
ションを展開しているわけではない。しかし，販路の拡大
を目的に，「人のつながり」に基づくプロモーションを地
道に実行している。その主な方法として，以下の 2 点が指
図 4　野菜加工品の流通チャネル
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摘できよう。
　その一つは，中間業者だけでなく，その先の業務用需要
者も含めて，仕入担当者や調理担当者等を現地に招待し，
生産工程の視察等を通して信頼関係を構築することであ
る。
　茨城中央園芸農協の加工事業では県外農産物を原料とし
て使用することもあるが，基本的には農協組合員の農産物
を使用している。したがって，被招待者は加工場の視察だ
けではなく，その原料を生産している圃場と，その生産の
ための堆肥製造施設（堆肥センター）も見ることができる。
しかも，この視察と農協関係者の説明等を通して，多くの
被招待者は図 5 に示した冷凍野菜生産の循環システムを具
体的に把握し，同農協の加工事業への取組姿勢を深く理解
することができる。ちなみに，こうした理解は人々のネッ
トワークを通して「くちコミ」としても伝わることになる。
　もうひとつの方法は，加工品の安全性の確保や製品種類
の拡大・変更等において，業務用需要者等の要望を積極的
に取り入れることである。
　茨城中央園芸農協は，当然のことながら，安全性の確保
には特に留意している。例えば，以前，ゴボウと稲が隣接
した農地で稲の農薬がゴボウにかかることがあったが，そ
の時はゴボウを全量廃棄し，ジャガイモの農薬がコマツナ
にかかった時も全量廃棄にしたほどである。が，そうした
ことだけではなく，取引先の要望・要請に応じて安全性を
確保するための様々な検査を実施している。残留農薬検査
や微生物（一般生菌，大腸菌群等）検査はもちろんのこと，
栄養分析検査，水質検査も毎年行い，従業員の検便は年 3
回実行している。その上，生産者から生産履歴の提出を受
け，使用農薬の種類，濃度，散布回数を確認するとともに，
その公表も行っている。
　また，安全性以外でも，茨城中央園芸農協は食品問屋や
業務用需要者等の要望に極力対応するように努めている。
例えば，冷凍脱水ホウレンソウの規格はかつては 5 cm カッ
トだけだったのに対し，現在は 3 cm カットの規格も設け
ているが，それは業務用需要者から子供の食べやすい規格
の要望があり，それに応えた結果にほかならない。
　このような「人のつながり」に基づくプロモーションは
即効性はないものの，着実に茨城中央園芸農協の加工事業
の評価を高めていると見受けられる。
4．　茨城中央園芸農業協同組合 
マーケティングの特徴
　以上，業務用生鮮野菜と野菜加工品に関する茨城中央園
芸農協のマーケティングを，4P の視点から具体的にみて
きた。最後にそれらを整理し，同農協マーケティングの特
徴点をまとめることにしたい。
　まずは業務用需要者に対する生鮮野菜のマーケティング
であるが，その主な手法は次の 4 点に整理できる。①製品
戦略においては，契約数量の確保と供給期間の長期化を推
進したこと，②価格戦略では，農協が自らの責任で業務用
需要者だけでなく，生産者（組合員）とも価格契約を行っ
たこと，③チャネル戦略では，産地間リレー等を考慮して
中間業者を活用したこと，そして④プロモーション戦略に
おいては，業務用需要者と生産者の交流を深め，信頼関係
の強化を図ったこと，である。
　野菜加工品の場合は生鮮野菜と重複する点も少なくない
が，これも次の 4 点に整理できる。①製品戦略の点では，
原料として地元産野菜を利用して高品質化を図る一方，製
品種類の多様化も推進したこと，②価格戦略では，取引先
相手の条件の違いに応じた価格設定をすると同時に，その
価格の固定化を図ったこと，③チャネル戦略においては，
販売先の拡大や取引数量の調整等の観点から中間業者を活
用したこと，④プロモーション戦略では，「人のつながり」
を強化することによって，食品問屋や業務用需要者の信頼
を高めたこと，である。
　上記の手法のそれぞれは他の農協にも共通するものが少
なくないであろう。しかし，それらを 1 農協のマーケティ
ングとして総合化することは意外に難しく，これまで総合
化したところは極めて少ないと言えよう。その総合化を周
到に実現していることこそが，茨城中央園芸農協のマーケ
ティングの最大の特徴にほかならない。
　今後，同農協は 2011 年 3 月 11 日の震災後の風評被害等
も完全に克服し，間違いなく一層の発展を成し遂げるであ
ろう。
注
注 1）　茨城人参出荷組合は生産者が共同でニンジンを卸売市場
に出荷するための生産者任意出荷組合で，1975 年に設立
された。
注 2）　茨城中央園芸農協組合員の総耕作面積は現在 500 ha 超で，
主要な生産 ･ 販売品目はホウレンソウ，コマツナ，キャ
ベツ，ニンジン，レタス，メロン，ネギ，イチゴ，トマ
ト等である。なお，農協生産部会としては，ホウレンソ
ウ部会（部会員数 43 名，合計作付面積 40 ha），コマツナ
部会（33 名，18 ha），キャベツ部会（23 名，20 ha），ニ
ンジン部会（12 名，8 ha），レタス部会（12 名，8 ha），
メロン部会（8 名，6 ha），ネギ部会（6 名，4 ha）がある。
注 3）　牛ふん籾殻堆肥の使用によって農薬や化学肥料の使用料
が減少したことで，茨城中央園芸農協管内のキャベツは
茨城県特別栽培農産物の指定を受けた。
注 4）　家庭用のキャベツが 1 個当たり 1 kg 前後であるのに，業
務用の契約キャベツではその倍に当たる 2 kg 前後の大玉
が求められるが，その主な理由は，①大きい方が外葉や
芯といった廃棄部分の比率が低下し，歩留まり率が高く
図 5　茨城中央園芸農協の冷凍野菜生産循環システム
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なること，②同じ分量のカット製品を作る場合，大玉の
方が手間が少なくすむこと，である。
注 5）　収穫・出荷シーズン中の価格が変わらないだけでなく，
実は両シーズンのそれぞれの価格は過去 20 年以上にわ
たっても変わっていない。ただし，これはデフレーショ
ンの影響が大きい。
注 6）　本章で取り上げた業務用需要者にキャベツを納める納入
量調整業者は，東日本エリアで 2 社，西日本エリアで 3
社にのぼる。各エリアで 1 社に絞り込まない理由は，特
定の業者が何らかの事故で納入が不可能になった場合，
他の業者で即座に対応できる仕組みにしておくためであ
る。
注 7）　デフレーションが進行した 1998 年から 2008 年にかけて
茨城中央園芸農協の園芸作物総販売額は 2 割弱減少した
が，加工野菜の販売額に限ると，同期間に 1 割超増加し，
約 2 億円に達した。2011 年 3 月の震災後の放射能問題の
影響で加工野菜の販売額も一時減少したが，再び増加し，
現在の年間販売額は 3 億円近くに伸びている。
注 8）　冷凍調理コマツナと冷凍調理ホウレンソウの製造開始は
2003 年で，現在の年間生産量は前者が 70t 弱，後者が約
20t である。ちなみに，両製品とも自然解凍で，そのま
ま食べることができる。
注 9）　加工用野菜は家庭用とは異なる特有の規格等が求められ
ることが多い。例えばホウレンソウの場合，家庭用の草
丈は 25 cm が普通であるが，加工用は 40 cm で肉厚のも
のが良い（藤島廣二・小林茂典『業務・加工用野菜』農
山漁村文化協会・2008 年・p. 81-86）。
注 10）　業務用生鮮野菜の場合と同様，デフレーションの影響を
受けて，年々の価格も過去 20 年ほど変わっていない。
注 11）　食品問屋間の取引の場合，大手問屋が一次卸，中小規模
問屋は二次卸となるかたちのものが中心で，これは取引
先が固定している系列取引である。この系列取引以外に，
手持ち荷の過不足を補うことなどを目的に，同程度規模
の問屋どうしで随時取り引きすることも少なくないが，
これは仲間取引といわれることが多い。
注 12）　チルド品の主な販売先は大手レストラン・チェーンのセ
ントラルキッチン，中食品製造工場，およびホテルであ
る。
注 13）　冷凍食品の場合，－18℃の冷凍庫で保管するならば，そ
の賞味期限は製造後 1 年半とのことである。食品問屋は
その 3 分の 1 を在庫期間の一つの目安にしているとみら
れる。
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Summary：The business demand  for  food has been becoming a bigger and bigger market  in Japan 
because of social aging. Ibaraki Central Gardening Agricultural Co-operative has made the effort to meet 
this business demand and has succeeded as a supplier of vegetables.
　　What the Co-operative did based on 4P-theory  in order to sell  fresh vegetables are as  follows  ;  (1) 
Supply the contracted quantity reliably and try to make the supply period  longer.  (2) Negotiate with 
farmers as well as business consumers about prices directly.  (3) Cooperate with other agricultural co-
operatives through middle traders in order to achieve continual supply. (4) Have friendly intercourse with 
the business consumers and farmers to strengthen relations of mutual trust.
　　What  the Co-operative did  to  sell processed vegetables are as  follows  ;  (1) Use  the home-grown 
vegetables as raw materials to enhance the value of products and promote the diversification of products. 
(2) Make the contract prices fixed. (3) Use middle traders to increase customers and adjust the quantity 
of dealings.  (4) Raise  the mutual  trust  relations with wholesale dealers and business consumers by 
strengthening “the human relationship”.
Key words：Ibaraki Central Gardening Agricultural Co-operative, marketing, 4P, vegetables  for business 
use, fresh vegetables, processed vegetables
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